
完 了 後 の 評 価 個 表 

整理番号 

事 業 名 森林環境保全整備事業 都 道 府 県 北海道 

地域（地区）名 上川
かみかわ

南部
な ん ぶ

 事 業 実 施 主 体 道、市町村、森林組合等 

関 係 市 町 村 旭川
あさひかわ

市ほか 13 市町村 管 理 主 体 道、市町村、森林組合等 

事 業 実 施 期 間 H23 年度～H30 年度（８年間） 完了後経過年数 ５年 

事 業 の 概 要 ・ 目 的 本地区は、北海道のほぼ中央に位置し、上川総合振興局管内の南部を区域とす

る。中央は 旭
あさひ

岳
だけ

を主峰とする大雪
だいせつ

山系
さんけい

、南部にかけては、夕張
ゆうばり

山地
さ ん ち

と日高
ひ だ か

山脈
さんみゃく

に

囲まれており、上川、富良野
ふ ら の

の各盆地が広がる。中央部には大雪山系を水源とする

石狩
いしかり

川
がわ

が貫通し、南部は石狩川の支流である空知
そ ら ち

川
がわ

が流れ、広大な沃野を形成して

いる。 

 本地区の民有林面積は 145 千 ha で、うち人工林面積が 55 千 ha（人工林率 38 ％）

となっている。人工林の樹種別構成は、カラマツが 39 ％、トドマツが 38 ％を占

め、齢級別面積は 11 齢級の 11 千 ha をピークに 10～12 齢級の森林が 47 ％を占める

など、本格的な利用期を迎えており、増大する利用可能な資源の活用と適正な管理が

必要となっている。 

また、本地区では、稲作や畑作などの農業が盛んに行われることから、農業に欠
かん

養機能の発揮が期待されておかせない良質な水の供給元として森林の有する水源涵

り、森林資源の効率的な循環利用や公益的機能を総合的かつ高度に発揮させるた

め、伐採後の着実な再造林や間伐等の適切な保育管理を行う必要がある。 

 このため、本事業では、森林の有する水源涵養機能や山地保全機能などの公益的

機能を発揮するために必要な再造林や間伐など森林整備を積極的に推進するととも

に、これらを効率的に推進するための路網整備を実施したものである。 

・主な事業内容  森林整備 32,217 ha 

人工造林、樹下植栽、下刈り、枝打ち、除伐、 

保育間伐、間伐、更新伐、森林作業道整備等 

路網整備 18,032 ｍ 

林道開設 

・総事業費   12,681,309 千円（税抜き 11,880,848 千円） 

（平成 22 年度の評価時点 6,109,870 千円） 
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① 費用便益分析の算

定基礎となった要

因の変化 

令和６年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

 なお、事前評価で算出した総便益及び総費用と完了後の評価で算出した総便益及び

総費用との差異については、労務単価の上昇や優先度の高い箇所から実行したことに

伴う事業費の変動、便益の算定で使用する単価の変化等によるものである。 

 また、事前評価で算出した事業量よりも完了後の事業量が大幅に増加した要因につ

いては、利用期を迎えた森林における主伐・再造林が進んだことによる人工造林、そ

の後の下刈りの面積が増大し、それに伴い林道開設延長が当初より伸びたためであ

る。 

総便益（B）152,026,494 千円（平成 22 年度の評価時点 52,834,888 千円※） 

総費用（C）30,539,343 千円（平成 22 年度の評価時点 11,530,154 千円※） 

分析結果（B/C）4.98（平成 22 年度の評価時点 4.58※） 

② 事業効果の発現状

況 

更新、保育など 32 千 ha の森林が整備され、水源涵養、山地保全等の森林の有する

公益的機能の維持増進が図られた。 

また、路網開設によって車両が通行可能となり、森林整備事業地までの到達時間の 

短縮や資材運搬等が容易になった。 

さらに、森林整備、路網整備事業の発注により雇用の場が提供され、地域の社会経 

済に貢献した。 

③ 事業により整備さ

れた施設の管理状

況 

整備された森林は、森林所有者自ら又は森林所有者から経営委託された森林組合

が適切に管理を行っており、下刈り等の保育施業を適期に実施している。 

 整備された路網は、草刈りや路面の整備等を行うなど、適切に維持・管理を行っ

ている。 

④ 事業実施による環

境の変化 

森林整備の実施により良好な森林が形成され、水源涵養、山地保全等といった森

林の有する公益的機能が発揮されている。 

 路網開設による野生動植物の生息・生育環境の悪化、渓流の流量の減少などの影

響は見受けられない。 

⑤ 社会経済情勢の変

化 

 林業労働者の減少や高齢化により、林業の現場では効率的で生産性の高い作業シ

ステムの導入が求められている中、路網整備により作業現場へのアクセス改善、コ

ンテナ苗や低密度植栽など森林施業コストの低減が図られることで、森林所有者に

よる森林施業の意欲が徐々に高まってきており、持続的な森林経営と間伐等の生産

性向上が図られると期待されている。 

⑥ 今後の課題等 利用期を迎えた森林資源を活用し、持続的な森林経営を実現していく必要がある

が、造林分野の従事者数は減少傾向となっており、労働力不足から主伐面積に対し造

林面積が及ばず、造林未済地の増加が懸念される。 

このため、裸苗に比べ植栽可能な期間が長いコンテナ苗植栽や低密度植栽を推進す

るほか、森林施業の集約化や保育作業の省力化など効率的な作業システムを確立し、

計画的な森林整備を一層推進する必要がある。 

  

地元の意見： 

（北海道） 

森林の有する多面的機能が持続的に発揮されるために、計画的な事業実施が必要で



ある。 

また、森林施業の集約化など森林施業の低コスト化を促進し、森林所有者の林業経

営意欲の向上を図るため、計画的かつ効率的な施業の実施に努める必要がある。 

 

 

 

評価結果 

必要性： 造林や間伐等の森林整備を通じて、森林の有する公益的機能の発揮が図ら

れ、地域における水源涵養や土砂の流出防止等として重要な役割を果たして

おり、事業の必要性は認められる 

効率性： 森林整備では現地の状況を踏まえた効率的な作業システムの導入により、

また、路網整備では集材効率の悪い箇所に路網を開設することによりコスト

縮減が図られており、費用便益分析の結果からも効率性が認められる。 

有効性： 適切な森林施業の実施により水源涵養や土砂流出防止等の公益的機能の維

持増進が図られている。また、持続的な森林経営と間伐等の生産性向上に向

け、地域が一体となった森林づくりの取組が進められていること等から事業

の有効性が認められる。 

 

※平成 22 年度評価時における数値については、消費税を含んだ数値である。 



事業名：森林環境保全整備事業 　 都道府県名： 北海道

地域(地区）名： 上川南部 （単位：千円）

中　区　分 評価額

洪水防止便益 35,285,348

流域貯水便益 7,435,728

水質浄化便益 30,388,156

土砂流出防止便益 47,082,303

炭素固定便益 13,329,487

木材生産経費縮減便益 23,359

木材利用増進便益 6,612

木材生産確保・増進便益 17,342,758

造林作業経費縮減便益 693

森林整備促進便益 1,132,050

152,026,494

30,539,343

152,026,494

30,539,343

環境保全便益

山地保全便益

水源涵養便益

便　益　集　計　表

（森林整備事業）

大　区　分 備　　考

木材生産等便益

森林整備経費縮減便益

総　便　益　（B)

総　費　用　（C)

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 4.98



森林環境保全整備事業 上川南部地域（北海道）

旭川市

美瑛町

東川町

上富良野町

愛別町

上川町

富良野市

南富良野町

中富良野町

当麻町

東神楽町

比布町

鷹栖町

占冠村

凡 例

計画区界

事業区域

森林整備

国道・主要道

河川

市町村界

市町村役場所在地

一般民有林（人工林）

道有林（人工林）
（北海道森林計画区位置図）




